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付録 -2「地震動予測地図を見てみよう」の表紙用語解説　「地層の年代測定」

MeSO-netで観測された2011年東北地方太平洋沖
地震の揺れ。計測震度相当値をカラーで示した。６
+：茨城南部・北部、６-：茨城県中部、千葉県北西部、
埼玉県南部、５+：東京都中部、千葉県北東部・南部、
埼玉県北部、神奈川県道部。
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　目立った活動はなかった。　
主な地震活動

各地方別の地震活動
北海道地方
目立った活動はなかった。

１月16日に岩手県沖の深さ約30kmでマグニチュー
ド（M）5.1の地震が発生した。この地震の発震機構は
西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平
洋プレートと陸のプレートの境界で発生した地震で
ある。

東北地方
●

１月２日頃から、千葉県東方沖でややまとまった地震
活動がみられた。２日には、深さ約25kmでM5.0の地
震が発生した。この地震の発震機構は北西―南東方向
に圧力軸を持つ逆断層型で、フィリピン海プレートと
陸のプレートの境界で発生した地震である。また、Ｇ
ＮＳＳと傾斜計の観測結果によると、この地震活動と
同時期の２日頃から房総半島で非定常的な地殻変動
が観測された。
これらは、フィリピン海プレートと陸のプレートの境
界におけるゆっくりとした滑り（スロースリップ）に
伴うものと考えられる。
その後地震活動は低下し、1月10日頃までには非定常
的な地殻変動もほぼ収まっている。なお、今回のス
ロースリップの規模はMw（モーメントマグニチュー
ド）で6.5程度と推定される。
この領域では、最近では、1996年５月、2002年10
月、2007年８月、2011年10月にもスロースリップ
が発生し、それに伴うまとまった地震活動や非定常的
な地殻変動が観測されている。
１月９日に茨城県北部の深さ約５kmでM4.6の地震
が発生した。この地震の発震機構は東西方向に張力軸
を持つ正断層型で、地殻内で発生した地震である。
東海地方のＧＮＳＳ観測結果等には、東海地震に直ち
に結びつくとみられる変化は観測されていない。

関東・中部地方
●

●

●

目立った活動はなかった。
近畿・中国・四国地方

１月９日に西表島付近〔石垣島近海〕の深さ約70km
でM5.5の地震が発生した。この地震の発震機構は東
西方向に圧力軸を持つ逆断層型で、フィリピン海プ
レート内部で発生した地震である。

九州・沖縄地方
●

北海道地方

東北地方

①　　

②

１月中に、「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖
地震」の余震域内ではM5.0以上の地震が４回発生し
た。また、最大震度４以上を観測した地震が１回発
生した。
以下の②の地震活動は、東北地方太平洋沖地震の余
震域内で発生した。
１月16日に岩手県沖でM5.1の地震（最大震度３）が
発生した。
（上記期間外）
２月６日に宮城県沖でM5.3の地震（最大震度４）が
発生した。
２月８日に福島県沖でM5.0の地震（最大震度４）が
発生した。
２月８日に福島県沖でM4.8の地震（最大震度４）が
発生した。
※点線は「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震域を表す

N=1470

N=3858

特に目立った地震活動はなかった。
※点線は「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震域を表す

月例地震活動評価
2014 年 1 月の
　　   地震活動の評価

第260回地震調査委員会
定例会（平成26年2月12日）
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１月２日に千葉県東方沖でM5.0の地震（最
大震度３）が発生した。
１月９日に茨城県北部でM4.6の地震（最大
震度４）が発生した。
※点線は「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震域を表す

①

②

①

（上記期間外）

関東・中部地方
N=5336

地震本部

N=2538

沖縄地方

１月９日に西表島付近でM5.5の地震（最
大震度４）が発生した。

気象庁はこの地震に対して〔石垣島近海〕で情報発表した。

２月６日に宮古島近海でM5.0の地震（最
大震度３）が発生した。

N=1036

九州地方
N=2661

注： 地形データは日本海洋データセンターの
　　J - EGG500、米 国 地 質 調 査 所 の
　　GTOPO30、及び米国国立地球物理データ            
　　センターのETOPO2v2を使用
注： 〔　〕内は気象庁が情報発表で用いた震央
　　地域名である。
　　ＧＮＳＳとは、ＧＰＳをはじめとする
　　衛星測位システム全般をしめす呼称である。

２月２日に奄美大島近海でM4.5の地震が発生した。
この地震の発震機構は北北西－南南東方向に圧力軸
を持つ逆断層型で、フィリピン海プレートと陸のプ
レートの境界で発生した地震である。
２月６日に宮城県沖の深さ約40kmでM5.3の地震
が発生した。この地震の発震機構は北西－南東方向
に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレート内部で
発生した地震である。
２月６日に宮古島近海の深さ約50kmでM5.0の地
震が発生した。この地震の発震機構は北北東－南南
西方向に張力軸を持つ型であった。
２月８日02時18分に福島県沖の深さ約50kmで
M5.0の地震が発生した。また、同日11時34分に
も深さ約50kmでM4.8の地震が発生した。

補足
●

●

●

● ［文中の地震はM6.0以上または最大震度４以上、陸域でM4.5以上
かつ最大震度３以上、海域でM5.0以上かつ最大震度３以上、その他、
注目すべき活動のいずれかに該当する地震。］　  気象庁・文部科学省

特に目立った地震活動はなかった。

近畿・中国・四国地方

特に目立った地震活動はなかった。

N=2938

詳しくは、ホームページ  http://www.jishin.go.jp  をご覧ください。
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地震調査委員会

「今後の地震動ハザード評価に関する検討
　～ 2013年における検討結果～」

　地震調査研究推進本部（以降、地震本部）は、2005年以来
毎年、地震動予測地図を公表してきました。2011年も全国地
震動予測地図2011年版を公表する予定でした。しかし、同年
3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、この地震を契機
に確率論的地震動予測地図

＊1
について解決すべき多くの課題が

指摘されたことを受け、この公表は見送られました。地震本部
では、これらの指摘を受け、地震動予測地図を作成するための
地震動ハザード評価

＊2
について、改善のための検討を行って

います。2012年には、東北地方太平洋沖地震発生後から
2012年までの検討結果をまとめ、「今後の地震動ハザード評
価に関する検討　～ 2011年・2012年における検討結果～」
（以降、2011年・2012年における検討）として公表しました。
今回は、2013年に行った検討の内容をまとめ、公表しました
ので、その内容についてご紹介します。
　なお、地震動予測地図には、「震源断層を特定した地震動予
測地図」と「確率論的地震動予測地図」とがありますが、検討は
確率論的地震動予測地図を対象としました。

1. これまでの経緯
　2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震を契機
に、全国地震動予測地図について、解決すべき多くの課題が指
摘されました。特に、東北地方において、東北地方太平洋沖地
震の際に実際に観測された震度と比較して、地震動予測地図に
よる予測震度が過小評価になっていたことが問題とされました。
これは、東北地方太平洋沖地震が発生した時点では、まだ東北
地方太平洋沖地震について十分な情報が得られておらず、地震
動予測地図において想定されていなかったことが原因です。
　このような問題を受け、「2011年・2012年における検討」
では、まず地震動予測地図と実際のデータとを比較し、地震動
ハザード評価の基本的な枠組みが有効かどうかを確認し、その
有効性を確認しました。その上で、地震動ハザード評価改善の
ためにいくつかの検討を行いました。
　検討の結果得られた重要な結論は、地震動ハザード評価を改
善するためには、発生当時の東北地方太平洋沖地震のように、
発生頻度や発生場所について事前に十分な情報を得ることがで
きない地震については、従来考慮してきたよりも発生頻度の低
い大規模な地震まで考慮する必要があるということです。確率
論的地震動予測地図では、事前にその発生位置や発生頻度など
がよく分かっていない地震を「震源不特定地震」として考慮して
います。東北地方太平洋沖地震のような“想定外”を防ぐために
は、「震源不特定地震」として、従来考慮してきたよりも発生頻
度の低い大規模な地震まで考慮する必要があります。
このほか、「2011年・2012年における検討」では、地震動予
測地図などの地震動ハザード評価の結果を国民に対してより分
かりやすく丁寧に説明することの重要性も指摘されました。

2. 2013年の主な検討内容と結論 
　2013年の検討では、これまでの経緯や「2011年・2012
年における検討」の結論を踏まえ、以下のことが行われました。

①東北地方太平洋沖地震の震源域周辺だけでなく、全国にお
いて発生頻度の低い大規模な地震までを考慮して地震動ハ
ザードを評価。
②「九州地域の活断層の長期評価

＊3
（第一版）」と東北地方太平

洋沖地震を踏まえて改訂された「南海トラフの地震活動の長
期評価（第二版）」を反映。
③3つの異なる地震活動モデル

＊4
を作成し、それぞれについて

確率論的地震動予測地図を作成し比較。
④地震動ハザード評価の結果を専門家以外にも分かりやすく
説明するための説明資料を試作。

　ここでは、以上の4つについて、概略を説明します。
　まず、①は、前述の東北地方太平洋沖地震の教訓を踏まえた
ものです。東北地方太平洋沖地震は発生頻度が低く（平均発生
間隔600年程度）、大規模（マグニチュード9.0）な地震であり、
確率論的地震動予測地図では考慮されていませんでした。ま
た、東北地方太平洋沖地震については、発生当時はまだ十分な
情報がなく、地震動予測地図でも考慮されていませんでした。
しかし、実際に2011年に発生し、甚大な被害が生じました。
この教訓から、これまで発生したことが確認されていないよう
な、事前に十分な情報が得られていない地震についても、従来
考慮していたよりも発生頻度の低い大規模な地震までを考慮し
て確率論的地震動予測地図を作成することにしました。
　次に、②では、九州地域について行われた新たな活断層の長
期評価や、南海トラフについて行われた長期評価の改訂など、
最新の知見を反映しました。特に、「南海トラフの地震活動の
長期評価（第二版）」は、これまで考慮されてきた地震だけでな
く発生しうる最大クラスの地震まで考慮するとともに、不確
実性の大きな情報であっても防災上有用なものについては誤
差等に配慮したうえで用いるなど、東北地方太平洋沖地震の
教訓を踏まえた新たな方針に基づいた評価がなされています。
　続いて、③は、様々な要因が地震動ハザード評価の結果に与
える影響を調べるために行ったものです。地震動ハザード評
価を改善するためには、①による影響のほか、長期評価の改訂
や地震の発生確率の計算の仕方が結果に与える影響について
も調べる必要があります。このため、

従来モデル：従来の手法で作成したモデル
検討モデル：低頻度で大規模な地震も考慮して作成したモデル
参照モデル：地震の発生にほとんど周期性がないと考え作成
　　　　　　した参考モデル

の3つの異なる地震活動モデルを作成し、それぞれのモデルに
基づいた確率論的地震動予測地図を作成し比較するとともに、
「2011年・2012年における検討」で作成した確率論的地震
動予測地図との比較も行いました。
　図1、図2は比較の結果を示したものです。図1は2013年
起点で計算した検討モデルと従来モデルの差をとったもので
す。図2は今回の検討の従来モデルと2011年・2012年にお
ける検討の従来モデルの差をとったもので、長期評価の改訂な
どの影響を見るために比較を行ったものです。図1、図2から、
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3. 今後の予定
　ここまで述べたとおり、地震本部では、東北地方太平洋沖地震
が発生してから、地震動ハザード評価の改善のための検討を行っ
てきました。今後は、震源不特定地震としてどの程度まで発生頻
度の低い大規模な地震を考慮するか等について、さらに検討を行
います。そして、それらの検討の結果を踏まえて改善した地震動
ハザード評価の結果を、2014年度に公表する予定です。

注
＊1：日本とその周辺で発生する地震の位置・規模・発生確率などに基づいて、各地点が

どの程度の確率でどの程度揺れるのかなどを計算し、地図に示したもの。
＊2：地震動ハザード評価は、「ある地点が一定期間にある強さ以上の揺れに見舞われる

確率」や、「特定の断層で地震が発生した際の揺れの強さの分布」などを評価する
ものです。その表現方法としては、「確率論的地震動予測地図」や「震源断層を特
定した地震動予測地図」がありますが、他にも、各地点で見込まれる揺れの強さ
とその確率を曲線で表現したハザードカーブや、注目する地域にどの種類の地震
がどれくらいの影響を与えるかを示したグラフなど、様々なものがあります。こ
れまでは、「地震ハザード」という言葉を用いてきましたが、地震ハザードには、

様々な要因が地震動ハザード評価の結果にもたらす影響を知るこ
とができます。これらの比較を行い検討した結果を踏まえて、今
後の地震動ハザード評価では、以下の点を考慮し、基本的に検討
モデルで採用した方針に基づいて評価を行うことになりました。

・地震動ハザード評価の高精度化のためには長期評価の高精度化
が不可欠。
・震源不特定地震について、どの程度頻度の低い大規模な地震ま
でを考慮するかさらなる検討が必要。
・対象地震を個別の地震として考慮するか震源不特定地震として
考慮するかは十分な検討が必要。
・地震の発生確率をどのように計算するか対象とする地震ごとに
十分な検討が必要。

　2014年には、これらを踏まえて改良した地震動ハザード評価
を行い、その結果をまとめた地震動予測地図を公表する予定です。
最後に、④は、「2011年・2012年における検討」で、地震動ハザー
ド評価の結果を地震の専門家以外にも分かりやすく伝えることが
必要であるとしたことを受けたものです。今回の公表では、付録
-2として試作した説明資料を公表しています。この資料には、地
震動予測地図がどのようなものか、地震動予測地図からどのよう
なことが分かるのかが説明されています。今後公表予定の、改良
された地震動予測地図を見る際に参考にして頂ければ幸いです。
図3は、試作した資料の表紙です。
　なお、今回の検討の報告書や、今回の検討に役立てるために行っ
た地震動ハザード評価の結果（地震動予測地図とハザードカーブ
＊5
）とその計算条件の詳細等をまとめた付録-1、③で作成された

地震動予測地図の見方を専門家以外にも分かりやすく説明した付
録-2は、いずれも地震本部のホームページ
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/13_yosokuchizu/index.htm

でご覧頂くことができます。

図2　本検討の従来モデルと2011年・2012年に
おける検討の従来モデルの比較

図3　付録-2「地震動予測地図を見てみよう」の表紙

図1　2013年起点の検討モデルと従来モデルを比較

地震の揺れによるハザードの他にも、地震によって発生する津波によるハザード
など多くのハザードがあります。ここでは、地震動によるハザードとその他のハ
ザードとを明確に区別するため、「地震動ハザード」という言葉を用いています。

＊3：長期評価とは、地震の発生する場所や頻度等を評価することです。
＊4：確率論的地震動予測地図を作成するためには、それぞれの地域で発生する地震につ

いて、その発生場所や規模、発生頻度などの情報が必要になります。これらの情
報をまとめたものが地震活動モデルです。

＊5：ある地点について、地震により強い揺れに見舞われる確率を縦軸に、揺れの強さを
横軸にとってグラフにしたものをハザードカーブと呼びます。
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調査研究プロジェクト

「都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト」その 2
サブプロジェクト 1（首都直下地震の地震ハザード・リスク予測のための調査・研究）

1. はじめに
　文部科学省が、平成24年度から5年計画で「地震防災
研究戦略プロジェクト」の委託事業として進めている「都
市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェク
ト」の内、サブプロジェクト１（首都直下地震の地震ハ
ザード･リスク予測のための調査・研究）について紹介し
ます。本サブプロジェクトでは、構造物の大規模シミュ
レーション数値解析に基づいて、都市の詳細な地震被害
評価技術を開発して災害軽減策の検討に役立たせること
を目標としています。従来の被害予測の手法では、過去
の地震被害の調査に基づいて揺れの強さと建物倒壊率等
の被害の程度を結び付ける経験則（損傷度曲線：フラジ
リティ曲線）を求めて被害を予測していました。しかし、
建築物の高さや構造、築年代によって同じ揺れに対して
異なる被害が発生するため、データのばらつきが大きい
のが現実です。そこで、計算機の中に現実の建物の高さ
や構造などを考慮した都市の建物数値モデルを作り、仮
想的な首都圏の建物を揺らして被害を評価する新しい手
法を開発することにしました。そのためには、大地震と
それによる地震動を科学的に予測する必要もあります。

２．2011年東北地方太平洋沖地震の
　　後の首都圏の地震活動
　まず、このサブプロジェクトでは、次に首都圏で発
生する大地震がどのような姿（地震規模、地震発生頻度、
発生場所）なのかを明らかにします。このために、「首
都直下地震防災・減災特別プロジェクト」（平成19年度
から平成23年度）によって整備された約300箇所の観
測点からなる首都圏地震観測網（MeSO-net）を維持し
てそのデータを収集しています。2011年東北地方太
平洋沖地震では、首都圏でも強い揺れに見まわれ、
MeSO-netによって将来の大地震を考える上で貴重な

図1.MeSO-netで観測された2011年東北地方太平洋沖地震の揺れ。計測震度相当値をカ
ラーで示した。６+：茨城南部・北部、６-：茨城県中部、千葉県北西部、埼玉県南部、
５+：東京都中部、千葉県北東部・南部、埼玉県北部、神奈川県道部。

３．過去の関東の地震像の解明
　首都圏に影響する将来の大地震の姿を明らかにする
ためには、明治時代以降の計器によって観測された地
震の研究だけでは不十分です。幸い、我が国には数百
年間にわたる書かれた記録（歴史記録）が残っています。
この資料や、さらに古い地質記録を使うことによって、
初めて首都圏の地震像に迫ることができます。例えば、
江戸時代に発生した1703年元禄関東地震や1855年
安政江戸地震の歴史記録を収集して、史料の信頼性の
検討を行うことで、明治時代から約100年程度の期間
の記録だけでは分からない長期間の地震活動の歴史見
えてきます（図３）。確実な歴史資料から復元された被
害分布を用いて震度分布を推定した後には、さらに、
地震発生場所や規模を推定する必要があります。この
ために、MeSO-netデータで調査された現在の地下構
造や減衰構造（Q）を利用します（図４）。現在のデータ
を調べると、震源の真上（震央）が必ずしも最も揺れが
大きい場所でないことがあります。つまり歴史記録か
ら揺れが一番大きい場所の下で地震が起きたわけでは
ない場合があるのです。こうして江戸時代から現代ま
での地震活動が明らかになると、統計地震学的手法に
よって将来の地震活動を予測することもできるのです。

図2．関東地方の地震活動の変化。棒グラフは地震数。線は積算数。　

データが得られ、両振幅６０ｃｍを越える変位に相当
する強い揺れが記録されました。（図１）。
　東北地方太平洋沖地震の発生後、日本列島の力のバ
ランスは大きく変化し、各地で地震活動が活発になりま
した。首都圏もその一つです（図２）。東北地方太平洋
沖地震の関東の地震活動への影響を定量的に調べるに
は、地震観測・地下構造探査に基づく弾性体のモデルと、
現実的なレオロジーモデルに基づく粘弾性モデルを作
る必要があります。このモデル化には岩石学的な考察も
必要です。最終的には、MeSO-netで観測された地震
活動を再現できる弾性・粘弾性モデルを開発します。
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４．現代の首都圏をコンピューターの
　　中に再現する　　
　新しい都市の地震被害評価技術を開発するために、
広域都市数値モデルを構築して都市の地盤と構造物の
揺れを計算する手法を開発しています（図５）。これは
非常に大規模なシミュレーションの手法です。数値モ
デルによる計算とMeSO-net等の観測データを融合さ
せた，都市の地震被害評価技術を開発することが本サ
ブプロジェクトの大きな目標です。建物シミュレーショ
ンの精度を向上させるためには、地盤－基礎－建物系
の相互作用を調べる必要があり、サブプロジェクト②
と有機的に連携してデータの収集・蓄積を行っていま
す。また、シミュレーションの結果は、サブプロジェ
クト③と連携して、災害対応能力の向上方策の検討に
役立たせます。

図３．1600 年以降1703 年元禄地震までに関東及びその周辺で発生した顕著地震。
　　　この17の地震を歴史文献学的に精査している。

図4．MeSO-netのデータによって明らかにされた関東の下のQpの分布。(a) 深さ
30kmのQp分布の平面図、 (b)  (a)図のA-B断面のQp分布。千葉県西部に低
速度、高減衰域がある。

平田　直　（ひらた・なおし）
国立大学法人東京大学地震研究所・教授

1978年東京大学理学部地球物理学科卒。
1982年同大学大学院地球物理学博士課程退
学。理学博士。同大学理学部助手、カリフォ
ルニア大学ロサンゼルス校研究員、千葉大学
理学部助教授、東京大学地震研究所助教授を
経て、1998年より現職。前地震研究所長。
科学技術・学術審議会委員。

図5．地下から伝播する地震波が都市の建物を揺らす大規模シミュ
レーションの概念図

５．まとめ
　2011年東北地方太平洋沖地震の後に活発になった
地震活動の発生の仕組みを理解することは、次の首都
圏の大地震の姿を予測するために重要です。このため
に、約300観 測 点 か ら な る 首 都 圏 地 震 観 測 網
（MeSO-net)のデータを解析して、さらに明治時代以
前の地震活動を歴史資料や地質資料から復元していま
す。これらの古いデータの解析には、MeSO-netデー
タによる現在の首都圏下の地震波や減衰構造が利用さ
れています。将来の首都圏の地震像が得られると、首
都圏にある約１００万棟の建物がどのように揺れるか
を大規模計算によって明らかにできます。さらに、首
都圏の被害予測を大規模計算によって実施する手法が
開発されつつあります。

　そのために、地震動・地震応答の大規模数値解析手
法を開発し、さらに、その大規模数値解析結果の先端
可視化技術を開発しています。例えば、首都圏の約
100万棟の建物の数値モデルを地図データ等から自動
的に作り出す技術や、それらの建物が揺れる様子を可
視化技術する技術が必要です。100万棟規模の首都圏
スケールから一棟一棟のスケールまで（マルチスケー
ル）、自由な角度からの視線で見ること（3次元視）がで
きる技術が開発されつつあります。
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用語解説　「地層の年代測定」

編集・発行
地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）
東京都千代田区霞が関3 -2-2　　TEL 03-5253-4111( 代表 )
＊本誌を無断で転載することを禁じます。
＊本誌で掲載した論文等で、意見にわたる部分は、筆者の個人的意見であることをお断りします。

地震調査研究推進本部が公表した資料の詳細は、地震本部のホームページ http://www.jishin.go.jp で見ることができます。

ご意見・ご要望はこちら　　　　news@jishin.go.jp
＊本誌についてご意見、ご要望、ご質問などがありましたら、電子メールで　
　地震調査研究推進本部事務局までお寄せください。

地震本部

ゆっくり滑りと地震の発生
　地震とは、震源域に蓄積されたひずみエネルギーを断層の滑り（すべり）
運動により解放する現象です。通常の地震では、断層が高速に滑り（1秒間に
約1mの滑り）地震波を放射します。一方、ゆっくり滑りと呼ばれる、ゆっく
りと断層が動いて地震波を放射せずにひずみエネルギーを解放する特異な
現象が、約10年前に発見されました。その後、日本だけでなく、世界中のプ
レート境界においてもゆっくり滑りの検出が相次ぎました。現在では、プ
レート境界の断層では、ゆっくり滑りと高速な滑りの両方が発生していて、
お互いに影響を及ぼしあっていると考えられています。
　我々は2011年東北地方太平洋沖地震（M9.0）の発生後、本震の破壊開
始点の近傍で約1ヶ月前から起きていた地震活動（前震）について調査しま
した。24時間連続的に記録されている地面の動きに対して、波形の類似性
に基づくパターン検索を適用することで、これまで知られていない小さな
地震まで検出することができました。その結果、本震発生の約1ヶ月前の2
月中旬と約2日前の最大前震（M7.3）発生後の2度にわたり、本震の破壊開
始点へ向かう地震活動の移動現象がほぼ同じ領域で起きていたことを明ら
かにしました（図１）。地震活動の移動は、本震の破壊開始点へ向かうゆっく

　地震調査研究推進本部が実施している長期評価では、活断層で発生する
大地震や大規模な海溝型地震がどの程度の頻度で発生してきたかをもとに
将来の地震を評価しています。このために、過去に、いつ・どこで・どのような
地震が起きたかを知る必要があります。このとき重要な役割を果たすのが
地層の年代測定です。
　活断層やプレート境界で発生する地震を調べる際には、主に平野や扇状
地あるいは段丘などの地形をつくる新しい地層が年代測定の対象となりま
す。こうした地層の年代がわかれば、活断層の地震による地形の食い違いや
撓みの発生時期、海溝型地震による海岸の隆起沈降、津波の発生時期等を知
ることができます。さらに、古文書等から大地震の発生時期が明らかになっ
ている場合でも年代測定は重要です。どの断層が動いたか、どの程度の津波
が来たのかを知るためには、現地調査による証拠が必要だからです。
　では、どのようにして地層の年代を決めるのでしょうか。新しい地層は、古
い岩石が風化・浸食され堆積したものが多いため、地層を作る粘土、砂や石
ころの年代を直接測って地層の年代とするのは難しいです。そのため、地層
の堆積時に取り込まれた木片や種子、貝殻等の動植物の化石の年代を測定
したり、あらかじめ年代がわかっている特定の火山灰や土器を見つけること
で、間接的に地層の年代を決めます。
　活断層やプレート境界で発生する地震の調査では特に過去数百年～数
万年前の情報が重要です。木片や貝殻を対象にこうした範囲の年代を決
めるには、主に放射性炭素年代測定（14C年代測定）が用いられます。これ

は、大気中あるいは海洋中に一定の割合で含まれる炭素の放射性同位体14C
が、それを取り込む生物（木や貝等）の死滅とともに放射性崩壊を起こし、時
間とともに一定の割合で減っていく特性を利用した測定方法で、放射性炭
素の割合を正確に測定することにより木片や貝殻の年代を知ることができ
ます（実際には細かい補正を行います）。長期評価では、補正後の14C年代を
yBPという単位で表しています。これは、西暦1950年を基点とする年代で
あり、500yBPならば西暦1450年、2000yBPならば紀元前50年です。現
在の技術では5万年前程度までの年代を測ることができます。もっと古い年
代については、別の放射性同位体を用いたり、別の原理に基づく年代測定法
が用いられます。
　火山灰については、火山灰（火山ガラス）の色・形や鉱物組成、それらの屈
折率等を調べ、既知の火山灰と対比することで火山灰を同定し年代指標と
します。特に、広域火山灰（広域テフラ）と呼ばれる巨大噴火に伴う火山灰が
重要な指標となっています。約７千３百年前の鬼界アカホヤテフラ（K－
Ah）、およそ2万8千年前の姶良丹沢テフラ（AT）、８万５千～９万年前の阿
蘇－4テフラ（Aso-4）が有名です。2011年東北地方太平洋沖地震を機に貞
観の津波（西暦869年）がよく知られるようになりましたが、この津波堆積
物が広域に評価できるのは、貞観の地震後に起きた大規模な火山噴火（西暦
915年十和田火山の噴火による十和田aテフラ）の火山灰が指標として使え
るからという側面もあります。
　このように、地層の年代測定なしでは過去の地震について詳しく知ること
はできません。まさに、地層の年代測定は長期評価や地震防災の縁の下の力
持ちなのです。地震本部のホームページで公開されている数々の報告書を
ご覧いただくと、どれほど多くの年代測定が実施され、いかに役立っている
かを知ることができるでしょう。

地震調査研究の最先端

図1．東北地方太平洋沖地震前の地震活動の時空間発展（地震及び火山噴火予知のための
観測研究計画‐平成23年度年次報告）。青○印は海溝軸方向に投影した前震活動の時
間的推移、赤色と緑色の☆印は、小繰り返し地震とそれに類似したイベントを表す。
赤線は震源移動のフロントの位置を示し、ゆっくり滑りが伝播したと考えられる。

図2．東北地方太平洋沖地震前に見られたゆっくり滑りの伝播の概念図を示す（地震及
び火山噴火予知のための観測研究計画‐平成23年度年次報告）。本震時の滑り量が
大きな領域よりも深い側で、ゆっくり滑りが起きていたと推定される。

り滑りの伝播と解釈できます。前震域の直上で実施された海底における地
殻変動観測の結果も、最大前震後にゆっくりとした滑りがプレート境界面
上で起きていたことを支持します。ゆっくり滑りの伝播が、東北地方太平洋
沖地震の破壊開始点へ応力の集中を引き起こし、本震の発生を促した可能
性が考えられます（図２）。
　国内で発生した他の大きな地震の前震活動についても調査を現在進めて
いて、本震の破壊開始点近傍でゆっくり滑りが起きていたことを示唆する
事例が複数見つかりました。これらの前震活動には、活発なものから低調な
ものまで幅広い多様性が見られ、複雑な様相を呈します。どのようにしてこ
のような多様性が生じるのか、ゆっくり滑りが地震発生にどのように関与し
ているのか、という着眼点から研究を進展させていきたいと考えています。

加藤 愛太郎（かとう・あいたろう）
東京大学地震研究所准教授。2002年東京大学大学院理学系研
究科博士後期課程地球惑星科学専攻 修了。独立行政法人海洋研
究開発機構研究員、東京大学地震研究所助手を経て、2013年
より現職。専門は観測地震物理学。
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